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平成 21 年 

研究目的 = 「廃棄物会計」が統一的な基準により作成されることになったが、

これまでの自治体廃棄物政策に関する費用が効率的であったかどうかの議論は

十分でない。自治体内ですら容器包装リサイクル法における分別費用がどの程

度か明らかでないのが現状である。そこで本研究は、現在入手可能な自治体廃

棄物の公表データを基にして、わが国の自治体における一般廃棄物処理システ

ムの費用効率性について、計量経済学のパネルデータ分析により包括的・定量

的な分析を行う。具体的には以下の研究テーマについて研究を遂行する。1) 自

治体一般廃棄物と分別費用に関する費用関数推定 2) 容器包装分別を積極的に

行う自治体の行動要因に関する研究．以上の研究を進めるために，初年度は国

内の研究者によるパネルデータ分析の応用事例に関して，先行研究を幅広く知

見を集めるとともに，費用負担に関する追加調査を行う。成果を環境経済政策

学会で報告し，論文を仕上げる。(395 文字) 

 

研究方法 = 不足している人件費等のデータをアンケート調査によって補うこ

とにより、1)～4)の研究目標を達成できる。従来の国内外の先行研究はいずれも

ある時点を切り取ったクロスセクション分析であるのに対し、分別開始年度の

異なる自治体が存在する場合は、時点の相違を考慮したパネルデータ分析が有

効である。政策担当者は効率性指標、および費用と便益を考慮しながら優れた

政策を導入する自治体の特徴を知ることは重要である。ここで先述した研究テ

ーマの概要および，期待される成果を簡潔に述べる。 

1) は、自治体の廃棄物費用に影響を与える要因を特定化するというもので

ある。特に経済変数として重要な人件費と燃料費を考慮することで費用

関数推定を行う。費用関数推定は賃金率、エネルギー価格といった経済

変数を用いているため、他国の一般廃棄物処理費用の実態と比較可能に

なる。たとえば望ましい広域処理の程度、規模の経済性を比較検討でき

る。 

2) は、これまで国内の研究で全く明らかにされていない自治体の一般廃棄

物処理の分別費目の決定要因を明らかにする研究である。各分別費目を

どのような要因で決定するのかを同時に考慮した Multivariate panel 

probit を用いる。一般廃棄物処理における分別費目を決定要因は全く明

らかにされていない。自治体は経済性以外の要因、たとえば埋立処分場

の希尐性を考慮して、埋立量を最小化している可能性、あるいは既存の

廃棄物処理施設によって分別収集の有無を決定していることも考えら

れる。例えば、ごみ発電を行う自治体は燃焼効率を高めるため紙容器包

装の分別を行っていない、という仮説を Multivariate Panel Probit に



より検証することができる。 

研究手法の観点での独創性・貢献をまとめると、分別収集を考慮したパネルデ

ータ分析による費用効率性分析は、国内の廃棄物処理事業に対して導入事例が

全くないと言える。(796 文字) 

 

研究結果 =  

研究 1）98 年～2002 年の 5 年間の日本の全市町村パネルデータを用いて費用

関数の推計を行った．その結果，廃棄物処理事業において規模の経済性が確認

できた．このことは，廃棄物処理量が大きいほど費用は節約できることを意味

している．またごみ焼却施設を自治体が単独で保持するよりも，保有せずに他

の自治体に使用料を支払い，焼却を委託する自治体に比べ維持費用が大きいこ

とが明らかになった．RDF を所有する自治体はそうでない自治体と比較し有

意に維持管理費用が高いとわかった． 

研究 2）同じく 98 年～2002 年の日本の全市町村パネルデータ使用して多変量

パネルプロビットを用いて解析をするための準備が完了した．データ作成に際

して，埋立処分場の残余年数のデータ，および焼却施設の規模や装備のデータ

をパネルデータに取り込んだ． これらのデータによって保有している施設に

よって資源ごみ分別品目の決定に影響を与えるかどうかの要因を解析できる

であろう．(399 文字) 

 

考察 =  

研究 1）埋立処分場や焼却施設を保持することが自治体にとって費用を高める

要因であるのかどうかを，パネルデータを用いて統計的に検討できた．研究結

果からは，施設を複数の自治体で統合することによって生じる費用の増大を考

慮（たとえば収集作業時間が増大する，あるいは処分場までのパッカー車の燃

料代が増加するなど）したとしても，広域処理を行うことで毎年の維持管理費

用を節約できる可能性を示すことができた．このことはクロスセクションデー

タでは制御できない観察できない個別属性を制御できたため，推定結果の信頼

性が向上したことも貢献している．（260 文字） 

 

 

結論 =  

処分場・焼却施設の広域処理は費用面でも環境面でも重要な課題である．広域

処理の費用効率性を計量経済学的に明らかにした研究はこれまでに無かった．

今後の課題として，地域間の立地を考慮した分析を取り入れた空間計量経済学

の概念を考慮したパネルデータ分析があげられる．空間計量経済学は，1990 年



代から注目されてきた分析手法で，地域間の連関や自治体の立地，それらの外

部性を考慮することのできる計量経済学である。この手法を用いて現状の自治

体の廃棄物処理費用の再検証すれば，地域間のつながりを考慮した，望ましい

広域処理政策を検証することが可能になるだろう．(267 文字) 

  

  



平成 22 年 

研究目的 = 「廃棄物会計」が統一的な基準により作成されることになったが、

これまでの自治体廃棄物政策に関する費用が効率的であったかどうかの議論は

十分でない。自治体内ですら容器包装リサイクル法における分別費用がどの程

度か明らかでないのが現状である。そこで本研究は、現在入手可能な自治体廃

棄物の公表データを基にして、わが国の自治体における一般廃棄物処理システ

ムの費用効率性について、計量経済学のパネルデータ分析により包括的・定量

的な分析を行う。具体的には以下の研究テーマについて研究を遂行する。1) ご

み有料化の減量・分別促進の長期効果に関する研究 2) 容器包装分別を積極的

に行う自治体の行動要因に関する研究．以上の研究を進めるために，初年度は

国内の研究者によるパネルデータ分析の応用事例に関して，先行研究を幅広く

知見を集めるとともに，費用負担に関する追加調査を行う。成果を環境経済政

策学会等で報告し，論文を仕上げる。(396 文字) 

 

研究方法 = 不足している人件費等のデータをアンケート調査によって補うこ

とにより、研究目標を達成できる。従来の国内外の先行研究はいずれもある時

点を切り取ったクロスセクション分析であるのに対し、分別開始年度の異なる

自治体が存在する場合は、時点の相違を考慮したパネルデータ分析が有効であ

る。政策担当者は効率性指標、および費用と便益を考慮しながら優れた政策を

導入する自治体の特徴を知ることは重要である。ここで先述した研究テーマの

概要および，期待される成果を簡潔に述べる。 

3) 家庭ごみ有料化は，導入後に減量効果が失われるというリバウンドが問

題だと指摘されているが，実際には明らかでない．本稿は家庭ごみ有料

化の減量効果，および資源ごみの代替促進効果の長期での持続性を明ら

かにするために，計量経済学のパネルデータ分析を用いて検証した．本

研究も先行研究と同様に，パネルデータを使用する．その上で家庭ごみ

有料化の減量・代替促進効果が長期で続くのかどうか，より具体的には

有料化のリバウンドが存在するのかどうかをパネルデータ分析により

検証することを目的とする． 

 



 

4) 本研究は，容リ法における分別収集開始の要因を，全国の市町村自治体

のビン，紙容器包装，プラ容器包装といった容器包装別に関してパネル

プロビットにより明らかにする．循環法(循環型社会形成推進基本法)に

おける国と自治体の目的はそれぞれ微妙に異なる．たとえば自治体は一

般廃棄物の処理責任を持つため，埋立処分場の確保が最重要である．そ

れに対して資源循環を通じたエネルギー節約は，自治体の優先度として

は低い．またプラ容包や紙製容器包装(以後，紙容包と略記する)の分別

を徹底すると，炉の燃焼効率を低下させてしまう．そこで本研究では分

別・選別を行う(行わない)要因について次のような仮説を立てて明らか

にする．第 1 に埋立処分場を所有する形態によって分別・選別を開始す

る確率が異なる可能性がある．第 2 に焼却施設を所有する自治体は，所

有しない自治体に比べプラ容包や紙容包の分別・選別開始確率が低いこ

とが予想できる．第 3 に自治体は分別・選別を行うに際して財政状態の

制約を受けている可能性がある．  

 (902 文字) 

 

研究結果 =  

研究 1）98 年～2002 年の 5 年間の日本の全市町村パネルデータを用いて有料

化の長期効果の検証を行った．非資源ごみ収集量，資源ごみの排出量について，

有料化導入から経過年数を明示的に導入することで，長期の減量・分別促進効



果を明らかにできた．その結果，ごみ排出量のリバウンドはわずかながら存在

するものの，長期の減量効果はほとんど失われないことが明らかになった．資

源ごみの長期の分別促進効果は，逆に強くなることがわかった．  

 

 

研究 2）同じくパネルデータ使用してプロビットモデルを用いて解析を行った．

データ作成に際して，埋立処分場の残余年数のデータ，および焼却施設の規模

や装備のデータをパネルデータに取り込んだ． (300 文字) 



 



 



 

考察 =  

研究 1）本稿の推定結果を考慮すると，リバウンドが存在すると言われてきた

現象は，全国的なごみ質の変化や社会経済状況の変化を考慮しなかったためか

もしれない．これまでリバウンドの対策をとることが不可欠であると主張され

てきたが，今後は見直す必要があるのかもしれない． 

 

 

研究 2）推定結果より，埋立処分場の所有形態において，自治体単独で所有す

るよりも一部事務組合等で共有する場合は分別・選別を行わない確率が高いこ

とがわかった．また焼却炉の燃焼効率を下げないためにその他プラスチック，

紙製容器包装の分別を行わない傾向にある，さらに自治体の財政状態も分別・

選別実施に関わっていること等がわかった．（292 文字） 

 

 

 

結論 =  

処分場・焼却施設の広域処理は費用面でも環境面でも重要な課題である．広域

処理の費用効率性を計量経済学的に明らかにした研究はこれまでに無かった．

今後の課題として，地域間の立地を考慮した分析を取り入れた空間計量経済学

の概念を考慮したパネルデータ分析があげられる．空間計量経済学は，1990 年

代から注目されてきた分析手法で，地域間の連関や自治体の立地，それらの外

部性を考慮することのできる計量経済学である。この手法を用いて現状の自治

体の廃棄物処理費用の再検証すれば，地域間のつながりを考慮した，望ましい

広域処理政策を検証することが可能になるだろう．(267 文字) 

  

  



英語概要 

・研究課題名＝An Econometric Analysis of Cost Efficiency Relevant to 

Municipal Waste Treatment 

 

・研究代表者名及び所属＝  Takehiro Usui, Faculty of Economics, Soka 

University 

 

・要旨（200 語程度）＝In Japan, there has been a dramatic change in the 

approaches to waste management ever since the country began facing the 

problem of landfill scarcity. Since it is necessary to test the validity of waste 

management, there have been a few studies on the cost. Hence, we tackle the 

estimation of waste management cost in Japanese municipalities by using 

panel data analysis. First, by using panel data instead of only cross-sectional 

data, we obtain a more precise estimation. Second, we test the validity of 

using wide-area treatment, which is a commonly treatment method in 

incineration plants and landfill sites. We also compare the cost efficiency of 

using a common plant and a self-owned plant, which is an analysis that has 

not been performed in previous studies. 

 

・キーワード（5 語以内）＝Recycling, Panel data, Waste, Municipality 


